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発表
順序

発表時間 課題名 発表者所属 発表者名

1 10:15～10:30
（仮称)上曽トンネルにおけるNATM工法～フルオートドリルジャン
ボ導入による発破掘削の最適化に向けた取り組み～

茨城県　筑西土木事務所 大科　憲人

2 10:30～10:45
自動運転の早期実現に向けた高速道路合流支援情報提供の効
果検証実験

国土技術政策総合研究所　道路交通研究部　高度道路交通シ
ステム研究室

石原　雅晃

3 10:45～11:00 外装型軸用漏水漏油防止装置の開発 独立行政法人水資源機構　筑後大堰管理所 髙山　大希

4 11:00～11:15
CM方式を用いた公共建築工事5事例における発注者とCMRの連
携に関する比較分析

国立研究開発法人建築研究所　建築生産研究グループ 田村　篤

5 11:15～11:30 難工事指定工事における取組(妓王井川) 滋賀県　南部土木事務所　河川砂防課 奥田　大祐

6 11:30～11:45
高精度なGNSS軌道情報（暦：れき）の算出による測位基盤の強
化

国土地理院　測地観測センター　電子基準点課 大野　圭太郎

7 11:45～12:00 信州BIM/CIM推進協議会の取組について 長野県　建設部　建設政策課　技術管理室 黒岩　楠央

- 12:00～13:00

8 13:00～13:15 【i-Snow】ロータリ除雪車の装置自動化に向けて 北海道開発局　事業振興部　機械課 諏訪　光星

9 13:15～13:30 美和ダム再開発事業におけるストックヤード施設の試験運用 中部地方整備局　三峰川総合開発工事事務所 藤井　美有

10 13:30～13:45 コンクリートの品質向上に向けたAR管理システムの活用 中国地方整備局　山陰西部国道事務所　工務課 三好　拳士郎

11 13:45～14:00
マルチビーム測深を活用した基礎捨石工の出来形計測に関する
検討

国土技術政策総合研究所　港湾情報化支援センター　港湾業務
情報化研究室

川上　司

- 14:00～14:15

12 14:15～14:30
首里城公園におけるBIM/CIMを活用したDX推進の取組み
－首里城デジタルツインの効果と課題－

内閣府　沖縄総合事務局　国営沖縄記念公園事務所 勝美　直光

13 14:30～14:45
吉田川河道掘削工事におけるAI等を活用した施工プロセスの視
覚的評価に向けた取り組み

東北地方整備局　北上川下流河川事務所　吉田川緊急治水対
策出張所

三浦　英晃

14 14:45～15:00
DX活用による水中可視化事例の紹介（大河津分水路新第二床
固改築工事）

北陸地方整備局　信濃川河川事務所 難波　佑弥

15 15:00～15:15 VTOL機を用いた長距離河川巡視実証実験 九州地方整備局　企画部　情報通信技術課 山田　英幸

休憩

休憩

12月7日（木） 10:15～15:15 ②B会場自由課題（イノベーション部門Ⅱ）
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VTOL機を用いた長距離河川巡視実証実験 
 
 
 

山田 英幸1・南竹 知己2・北森 誠3・房前 和朋4・TAC5 

 
1九州地方整備局 企画部 情報通信技術課 計画係長（〒812-0013 福岡県福岡市博多区博多駅東2-10-7） 

2九州地方整備局 インフラDX推進室 課長補佐（〒812-0013 福岡県福岡市博多区博多駅東2-10-7） 

3九州地方整備局 企画部 情報通信技術課 課長補佐（〒812-0013 福岡県福岡市博多区博多駅東2-10-7） 

4九州地方整備局 インフラDX推進室 建設専門官（〒812-0013 福岡県福岡市博多区博多駅東2-10-7） 

5TAC（九州地整・関東地整UAV講習団体登録教官チーム） 

  
河川巡視において，UAVによる上空からの巡視・点検が有効であることは様々な実証で明らか

となっている．一方，現在用いられているマルチコプター型の電動UAVは，河川巡視のような

「管理区間を長距離かつ連続」して飛行する用途で用いる場合，航続距離の短さや通信距離の

限界により，複数回離着陸を繰り返す必要があるため，巡視に時間を要することが課題となる．

今回，これらの課題を解決する手法として，連続して高速・長距離航行が可能かつ，垂直離着

陸やホバリングが可能なVTOL機と管理用光ファイバを用いた施設管理用無線LANシステム(K-

PASS)を用いて迅速かつ効率的に巡視する実証実験を実施したので報告する． 

 

     キーワード DX，UAV，VTOL，K-PASS，河川巡視 

 

 

1. 河川巡視・点検の現状と課題 

 

現在の河川巡視・点検は，河川砂防技術基準（維持管

理編）に基づき実施されており，内容や頻度が各河川に

応じて設定され，河川パトロールカーやバイク，徒歩等

によって実施されている．現在の河川巡視やダム放流巡

視における課題について，九州地方整備局の河川系事務

所職員約６０名にアンケート調査をしたところ，図-1

のような結果が得られた． 

 

図-1 河川巡視・ダム放流巡視についての課題 

 

最も多い意見は「巡視要員の不足（５６％が選択）」

であり，現状において人員の確保に不安を抱えているこ

とが伺える．二番目は「異常洪水時の巡視が困難（ 

５３％が選択）」であり，「人員不足」に加えて洪水時

における「巡視の安全性」や「巡視の確実性」に懸念を

抱いていることがヒアリング結果と併せて伺える． 

なお，これらの課題に対して求められる対策としては，

図-2のような回答が得られた． 

 

図-2 将来の河川巡視について，早急に実現してほしい内容 

 

 最も回答が多かった「長距離航行ドローンによる自動

巡視」は６６％の職員が選択している．ただし，同じド

ローンの利活用にあっても「警報車や河川パトへのドロ

ーン搭載」については最もニーズが低く，ドローンとい

う同じツールであっても背反する回答となっている．こ

の点について回答者にヒアリングをしたところ，人手不

足や安全性への対応として自動巡視は有効だが，河川パ

トロールカーへのUAV搭載では，機体の組み立てや操縦

が必要であるなど，手間だけが増える懸念があるとのこ

とであった．なお，「長距離航行ドローンによる自動巡
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視」と「CCTV カメラやドローンが取得したデータと AI

の連携」のクロス集計では，両方を選択した者が５２％

となり，単に巡視用のツールとしてドローンを利活用す

るのではなく，人員不足や洪水時の巡視の安全性に対応

するための自動化や効率化を求めていることが明らかと

なった．  

 

2. 長距離航行可能なUAV「VTOL機」 

 

災害時の被災状況調査において，ドローン（以下

「UAV」(Unmanned Aerial Vehicle:無人航空機)と記述）

は非常に有効な手段として広く用いられており，特に構

造物点検や砂防巡視，河川巡視で地上からの視認が困難

な場所などでUAVの利活用が進みつつある．一方，活用

されている多くのUAVは，操縦や映像伝送の通信手段に

マイクロ波による一対一通信を用いているため，見通し

範囲外における通信は困難であり，技術的にも法令上に

おいても長距離の目視外飛行は困難とされてきた．また,

多く用いられているマルチコプター型のUAVは，ホバリ

ング等の低速飛行が容易であるため施設点検のような特

定地点の詳細な調査には適している一方，バッテリー消

費が大きいため長距離の飛行には不向きで，数ｋｍを超

えるような長距離飛行，例えば一出張所の管理区間を無

着陸で連続して巡視するような用途には使用することが

出来なかった．しかし近年，長距離航行が可能なUAVと

して，従来のマルチコプター型の機体にエンジン駆動の

発電機とバッテリーを搭載したハイブリッド型マルチコ

プターや，高速・長時間の飛行が可能な固定翼型の機体

が開発されており，離島での配送用として既に実運用が

開始されている．このように，従来のUAVの弱点を克服

する新しい形態のUAVが登場しつつある． 

今回，従来の河川巡視の課題を解決すべく，新型の

UAV を用いて河川を連続して無着陸で上空から巡視・点

検する実証実験を実施した．実験には「VTOL(Vertical 

Takeoff and Landing:垂直離着陸)機」と呼ばれる高速・

長距離航行が可能な固定翼型と，垂直離着陸とホバリン

グが可能なマルチコプター型の両方の長所を兼ね備えた

電動の機体を用いた(写真-1 e-VTOL機)． 

VTOL 機には V-22 オスプレイのようなティルトロータ

ー機などいくつかの形態があるが，本実証実験で選定し

た機体は，離陸時には４機の垂直プロペラを備えたマル

チコプター機として垂直上昇し，障害物のない上空まで

上昇した後，機体後方の推進用プロペラを始動して前進

を開始し，大気速度が上がり主翼が十分な揚力を得て失

速速度を上回ると垂直プロペラを停止，固定翼機として

飛行する形態となっている．巡航時（時速７０ｋｍ／

ｈ）は，専ら固定翼機として飛行し，揚力を主翼のみで

得ることから，マルチコプター型と比較してバッテリー

の電力消費が少ない．ホバリングに移行する場合や，着

陸する場合はマルチコプターモードへ遷移するため，着

陸のための滑走路やキャッチネットが不要であるなど両

方の機体の特徴を兼ね備えている．また，何らかのトラ

ブルにより機体の失速速度を下回る恐れが生じた場合は，

自動的にマルチコプターモードへ遷移し着陸する機能を

有しており，安全性についても優れた機体となっている．

 

写真-1 試験に用いたe-VTOL機（エアロボウイング AS-VT01） 

 

3. 施設管理用無線ＬＡＮシステム 

 

 UAV による長距離飛行を実施する上で，航空法上の課

題となる事の一つが，「通信の確保」である．航空法の

規程に定める「無人航空機の飛行に関する許可・承認の

審査要領（カテゴリーⅡ飛行）」によると，「４－１ 

無人航空機の機能及び性能」の項目において，「４－１

－１（５）抜粋：あらかじめ設定した飛行プログラムに

かかわらず常時不具合等において・・・強制的に操作介

入が出来る設計であること．・・・」とあり，自律航行

可能な機体であっても，遠隔操縦に切り替えられる事が

必須であると解釈されることから，機体と操縦者の間に

おいて，無線通信は常時保たれている必要がある．見通

し外の距離における機体との通信を確保する手段として

は，携帯電話回線が多く用いられる（携帯電話は陸上移

動局であるため，上空で使用する場合は特別に許可され

た SIM：通信カードが必要）．ただし，携帯電話のサー

ビスエリアは地上での利用を前提（陸上移動局に対する

通信用）に構築されているため，上空での回線利用にお

いてはサービスエリアが限定されたり，データ伝送の遅

延が発生したりする場合があり，UAV の遠隔操縦やデー

タ伝送に制約が生じる事が知られている．河川巡視に利

用するUAVの用途では，自動航行のみではなく，映像を

見ながら遠隔での操縦を行う可能性があることから，サ

ービスエリアの制約や通信の遅延の課題を解決する必要

があった． 

そこで今回の実験で，これらの課題を解決する手段と

して用いたのが施設管理用無線 LAN システム（以下「K-

PASS」(仮称)と記述）である．K-PASS（Kokudokoutsusyo-

Patrol Support System)は，直轄河川や直轄国道に敷設
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された施設管理用光ファイバ網を利用している CCTV カ

メラや観測所，情報板等に無線ＬＡＮ基地局を設置し，

巡視する区間に無線による自営通信網を構築するシステ

ムである．巡視する区間に設置された複数の基地局を自

動的に切り替えながら通信する(＝ハンドオーバー)こと

で，河川や道路における巡視端末や将来の無人除草機械，

巡視ロボットの監視制御，現場からのリアルタイム映像

や点群データの伝送等に必要な通信について，管理区間

内で連続的に利用することが可能であり，インフラ管理

のＤＸを実現する「デジタル基盤」の一つであるとみな

すことが出来る．本システムは，既存の管理用光ファイ

バ回線と複数の基地局，それらを制御する無線ＬＡＮコ

ントローラから構成される(図-3)． 写真-2 は CCTV カ

メラポールへ設置された，K-PASS基地局である. 

 

図-3 K-PASSシステム系統図（案） 

 

 

写真-2 現地に設置されたK-PASS基地局 

 

4. 長距離河川巡視実証実験フィールドの選定 

 

 長距離航行可能なUAVを用いた河川巡視の実証実験を

実施するフィールドは，九州地方整備局河川部河川管理

課と協議し，以下のような条件に基づいて選定した． 

・機体の航続距離内（概ね５０ｋｍ）で実施可能であり，

かつ，平均的な出張所管理区間延長をカバー出来るこ

と（概ね２０ｋｍ程度） 

・都市部（ＤＩＤ地区）の区間を避けること 

・UAV による河川巡視では，道路や鉄道の橋梁横断が避

けられないことから，橋梁横断について法令上の手続

きを含む，管理者との調整が実証できる区間であるこ

と 

・ダムの放流警報巡視で活用することを考慮して，可能

であればダム放流警報区間が含まれること 

・管理用光ファイバが敷設され，K-PASS 基地局が容易

に設置できる管理施設が数キロメートルピッチで配置

されていること 

・固定翼モードでの旋回特性等を検証出来る狭隘な区間

があること 

これらの条件を検討した結果，複数の候補の中から，

福岡県と大分県の県境を流れる山国川を選定し，耶馬溪

ダム管理支所から山国川河川事務所の２５ｋｍ区間を実

証実験フィールドとして設定した(図-4)．飛行のレベル

として，実際の長距離河川巡視では，目視外飛行でかつ

補助者を配置せず，立入が規制された区域内を飛行する

(河川の場合は水面上)「レベル３」飛行を実施する必要

があるが，今回の公開実証実験では安全に配慮し，飛行

する全区間に補助者を配置して水面上空のみを飛行させ

る「レベル２」(レベル３相当)で実施することとした．

また，通信手段の比較を行うために，上流３／４区間を

携帯電話回線，下流１／４区間を K-PASS 網における通

信区間とした． 

 

図-4 山国川に設定された実証実験区間 

 

5. 山国川における実証実験 

 

 実験にあたっては，目視外の長距離飛行でかつ，橋梁

を横断することや，初の自営通信網による制御であるこ

とから安全に最大限配慮する必要があり，以下の手順に

従って，各段階で確認された課題を慎重にクリアしなが

ら，徐々に飛行距離を伸ばし，２５ｋｍ全区間での公開

実証実験に向けて準備を進めた． 

 ① テストコースによる周回運用試験 

 ② シミュレータによる現地を想定した事前検証 

 ③ 現地上空での携帯電話エリア電界強度測定調査 

 ④ 携帯電話回線区間での飛行テスト 

71

koide-h2fp
四角形



 

 4 

 ⑤ K-PASS区間での飛行テスト 

 ⑥ 携帯電話回線←→K-PASSの切り替えテスト 

 ⑦ 全区間（２５ｋｍ）通しでの飛行テスト 

 ⑧ 公開実証実験（２０２３年３月１６日（木）） 

シミュレータによる事前検証では，狭隘な渓谷での旋

回において，斜面との離隔に安全上の懸念が持たれたこ

とから対地高度を見直して（70m→100m），より安全マ

ージンを確保した．現地での携帯電話回線の電界強度測

定調査では，予想されたとおり地上に比べて電界強度が

低い状況が確認され，実際の飛行においても３０秒程度，

映像伝送が切断される地点や映像の遅延が大きい地点が

確認された．２月からスタートした実証実験は，徐々に

距離を伸ばし，３月の初旬には２５ｋｍの試験区間を通

しで飛行する試験を開始し，K-PASS のアンテナ方向調

整や MCS(Multi Code Scheme／適応変調)の設定，使用 CH

の調整等を入念に実施した．また，実験にあたっては，

高速道路や国道の橋梁横断があるため，道路管理者およ

び所轄警察署と協議し，橋梁通過時間について道路管理

者及び河川事務所の工事受注者に対して事前通告する手

段を整えた． 

なお，VTOL 機の遠隔操縦は，山国川河川事務所から

遠隔監視画面（図-5）を見ながら実施した． 

 

図-5 機体監視制御(GCS)画面 

 

２０２３年３月１６日（木）公開実験当日は，テレビ

局３局，新聞社３社が取材する中，10:30 に耶馬溪ダム

を離陸して実験が開始された(写真-3)．テレビ局の取材

では，ヘリによる追尾撮影の依頼があり，安全離隔や追

尾位置，飛行予定時間について入念な協議を実施した．

当日，風速は微風，天候は曇りという飛行には支障が無

い状況で離陸したが，経路上の補助者から雨が降り出し

たとの連絡があり，約８ｋｍを過ぎたあたりから機体カ

メラの映像にも雨滴が付き始め，小雨の中を飛行する状

況となった．当該機体はある程度の降雨までは運用出来

る仕様となっていることから大きな懸念はなかったが，

長距離航行では従来のUAV運用と異なり，離着陸場所だ

けではなく，経路途上の気象についても十分配慮する必

要があることを痛感した．なお，経路途上の気象情報に

ついては，ウェザーニュース(株)から提供されている

UAV 向けの気象サービスを状況把握の手段の一つとして

利用した．本サービスは，対地高度１５０ｍまでのウイ

ンドプロファイルを７つの高度で１ｋｍ毎に提供するサ

ービスであり，UAV の運用には有効なサービスである．

その他，飛行中に機体の不具合や天候急変などが発生し

飛行を中止させた場合，従来のUAVで用いる単に直線で

離陸場所へ帰還する RTH(Return to home)では，山岳等

への衝突や帰還途中でのバッテリー切れが懸念されたた

め，対策として飛行位置毎に予め設定した最寄りの不時

着地点に着陸（帰還）させる運用とした.実験区間が残

り５．５ｋｍとなり，K-PASS 区間の目安となる東九州

自動車道の橋梁通過後には自営通信網への切り替えに成

功，10:50 分過ぎには山国川河川事務所から機体が視認

可能となり，減速して高度を下げながら平成大堰上空に

到達，マルチコプターモードに切り替えて，ホバリング

で平成大堰の施設点検（デモ）を上空から実施しつつ，

10:54 頃に着陸し，実験は無事に成功した．飛行距離は

２５ｋｍ，時間は約２４分であった． 

 

 写真-3 離陸上昇中のVTOL機（耶馬渓ダム) 

 

6. 実証実験において取得された成果 

 

 本実験の目的の一つであった自営通信網である K-

PASSを使用したUAVの遠隔操縦，映像伝送は成功し，携

帯電話回線に比べて，通信の安定性や低遅延の特性につ

いて優位性が確認された．この成果に基づき，他の河川

においても施設管理や巡視に利用出来る自営通信網の仕

様として「施設管理用無線 LAN システム(K-PASS)機器仕

様書(案)」を作成した． 

次に，VTOL 機運用の実験結果としては，２５ｋｍ飛

行後のバッテリー残量が約５０％であり，設計どおり余

裕を持って管理区間を運用出来ることが確認された．な

お，事前の試験飛行では最大，風速 7m/s までの離発着

試験を実施したほか，追い風及び向かい風時においても

試験飛行を実施し，向かい風でバッテリー消費が多い条

件であっても，十分な安全マージンを持って２５ｋｍを

飛行可能であることが確認出来た． 

今回の実証実験では，搭載センサーとしてリアルタイ

機体情報 

機体位置と経路(橙:計画、赤:軌跡) 

無線、GNSS衛星、 
搭載カメラの状態 

電池残量 飛行モード 使用無線 

機体からのカメラ映像 
(ﾌﾛﾝﾄ・ﾎ゙ ﾄﾑ切り替え) 
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ムの映像を撮影するＦＰＶカメラに加えて，垂直写真用

のデジタルカメラを搭載しており，撮影したデータを用

いて飛行終了後，約４０分で SfM（Structure from Mo-

tion：写真測量）による三次元点群モデル(図-6)及びオ

ルソモザイク画像を作成した． 

 
図-6 VTOL機により取得した25ｋｍ区間の三次元点群データ 

 

このような短時間でかつ自動航行で約２５ｋｍの三次

元データが取得出来たことは，従来から整備局で運用し

ているマルチコプター型UAVを用いて実施する場合と比

較すると，現地での作業時間に限っても約１０倍の時間

短縮・効率化(ＤＸ)を実現している(図-7)． 

 

図-7 従来型UAVとVTOL機での25km巡視比較 

 

7. 課題と今後の展望 

 

実証実験の主目的の一つであった施設管理用の自営通

信網である K-PASS は，管理用光ファイバやこれに接続

された CCTV カメラ，観測所等，既存のインフラを利用

して比較的容易に無線基地局を設置することが可能であ

り，国土交通省が管理する河川や道路空間において様々

なＤＸを実現するためのデジタル基盤として活用出来る.

ただし，既存設備の配置がサービスエリアを構築するの

に必要な無線基地局の配置として必ずしも最適とは限ら

ないため，場所によっては新たな無線基地局を設置する

必要がある．その場合は管理用光ファイバへのクロージ

ャ追加や配管配線，基地局用ポールの新規設置等が必要

となる．今回のように UAV だけでなく，河川巡視端末

RiMADiS や内線通話用ソフトフォン等，屋外で汎用の

Wi-Fi 機器も利用することを考慮すると，2.4GHz 帯 ISM

バンドを利用することとなるが，電波の特性上，１つの

基地局がカバーする範囲は見通し区間でかつ基地局から

距離が最大約２ｋｍ程度となる．狭隘な山間部の現場等

では，さらに短い間隔での基地局設置を要するが，汎用

機器の利用を考慮せず，UAV の航行支援や無人重機の操

縦などへ特化するのであれば，旧アナログＴＶの V-Hi

帯域である 169MHz 帯の利用により，基地局数を減らす

ことが可能である．なお，都市部区間での都市雑音への

対処や，省内ネットワークへの接続に対するセキュリテ

ィの確保などについては，さらなる追加検証が必要であ

る． 

本実験のもう一つの目的である VTOL 機の実証につい

ては，想定通りの性能が確認され，K-PASS と組み合わ

せることで安定した長距離航行・巡視が可能であること

が実証された．なお，現場への実装・実運用にあたって

は，河川巡視に用いるセンサーとして以下のものを搭載

する必要があり，現在検討を進めているところである． 

 ・ジンバル搭載型ズームレンズカメラ 

（カメラチルト角及び，レンズズーム比の可変） 

 ・放流警報巡視等，夜間飛行に必要なＩＲカメラ 

 ・ＬＥＤ投光器の搭載 

 ・河川利用者に対する情報提供用スピーカの搭載 

一方，若干の課題として，実験に使用した VTOL 機の

形態では，マルチコプターモードでの運用時に電力消費

がやや大きいことが判明している．対策として，離陸時

に消費するエネルギーを節約するため，マルチコプター

モードでの垂直離陸・上昇は最小限の高度までに留め，

早めに固定翼モードに切り替えてから巡航高度まで上昇

させる運用や，機体の強度が許せば，物資輸送用(固定

翼)UAV で実現しているカタパルトを用いた発進方法等

も検討する余地がある．その他，運用上の課題として長

距離航行に必要な区間全域の風況や降雨の有無を把握す

るための風速計の設置や CCTV カメラの映像活用，占用

地上空におけるイベント実施の状況（イベント上空の飛

行は予め航空局の個別許可承認が必要）について河川利

用者との情報共有が必要であり，他のUAVの飛行情報共

有や運航調整を実施する UTMS（UAV Traffic Management 

System：運航管理システム）の構築や運用，三次元管内

図との連携が必要である．その他，操縦資格として河川

上空の長距離航行では，レベル３運用に必要な二等若し

くは一等無人航空機操縦士の養成あるいは，運航業務委

託が必要であり，今年度さらに検討を進めることとして

いる．UAV で取得したデータはＡＩと連携させて異常箇

所を自動的かつ効率的に検出することが出来れば，イン

フラ管理の効率化，高度化がさらに進むものと考える． 

 また，現在 K-PASS の多目的利用として，陸上での

様々な利活用の検討も進めているところである．すぐに

でも利活用できるのが，災害時の利活用である．K-PASS
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は専用の自営通信網であるため，事業者回線のように利

用者が急激に増加するということはなく，輻輳によりネ

ットワークが接続しづらい状況は発生せず，安定した通

信を行うことができるというメリットがある． 

陸上における通信について，実際に試験を行ったとこ

ろ，通常業務で使用するパソコンを利用し，現場から１

ギガバイトのデータを所内のネットワークサーバ内に約

２分でアップロードすることが可能で、また，CCTV カ

メラと同程度の画質による映像伝送やオンプレミスの

WEB 会議(写真-4)についても問題無く実施することが可

能であり，災害時において安定した通信により現場状況

の情報共有等に利活用可能と考える． 

 

写真-4 K-PASSエリア内におけるWEB会議接続状況 

 

ただし，陸上は上空に比べ障害物となる樹木や建物が

あるため，見通し外となるエリアがあり，不感地帯が生

じやすいことも判明している．K-PASS の整備の際は，

陸上における通信エリアを考慮した基地局配置の検討が

必要である． 

河川や道路空間のＤＸを実現するためのデジタル基盤

としてあらゆる利活用が可能となるよう今後も引き続き

検討を進めたい． 

 

8. まとめ 

 

 今回の実証実験で新型UAVを活用した河川巡視につい

ては法的・技術的な検証が概ね完了し，今後は巡視手段

の一つとして活用出来るものと考える．また，今回検討

した K-PASS や UTMS などの UAV 航行支援設備は将来，上

空の民間利用が進む際に新たな社会インフラとして利活

用することも考えらえる.UAV の機体そのものや通信方

式，取得したデータの処理等は，ＡＩやクラウドの利用

などと併せて，技術の進歩が著しい分野であるため，引

き続き，関連する分野で開発をアジャイルに進め，社会

の役に立つＤＸを推進する所存である． 
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